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ときは、予定価格の範囲内で発注者の定める
最低限の要求をすべて満たして入札した他の
者のうち、評価値が最も高い者を落札者とす
ることがある。
ア 入札価格が予決令第79条の規定に基づい
て作成された予定価格の範囲内であるこ
と。
イ 評価値が、標準点を予定価格で除した数
値（基準評価値）に対して下回らないこと。

 総合評価の方法 上記２の競争参加資格が
あると認められた者に付与する「標準点」を
100点とし、「加算点」の最高点を60点、「施工
体制に係る評価点（以下「施工体制評価点」
という。）」の最高点を30点とする。
加算点は、次のア及びイのそれぞれの評価
項目ごとに評価を行い算出する。なお、施工
体制評価点の低い者に対しては加算点を減ず
る場合がある。
ア 技術提案［品質の向上］の項目として、「空
調機器の設置及びダクト工事の品質確保に
関する提案」（最高点30点）
イ 工事全般の施工計画の項目として、「現場
内における建設副産物の発生抑制及び省資
源対策に関する具体的な施工計画」（最高点
30点）
総合評価は、入札者の申込みにおける標準
点、加算点及び施工体制評価点の合計を当該
入札者の入札価格で除して得た数値（評価値）
をもって行う。
 評価内容の担保 技術提案［品質の向上］
及び「工事全般の施工計画」の内容について
は、契約書に記載するものとし、工事完了後
において、履行状況について検査を行う。そ
の結果、受注者の責により入札時の評価内容
が履行できない場合は、工事成績評定点から
提案項目ごとに５点減点し、最大10点の減点
とする。
 その他具体的な内容等については入札説明
書による。

４ 入札手続等
 担当部局 〒1008977 東京都千代田区霞
が関１１１ 法務省大臣官房施設課経理
係 電話0335804111（内線2249、2265）

 入札説明書等の入手期間及び入手方法
ア 入手期間 平成29年２月７日から平成29
年４月19日まで
 入札説明書等（入札説明書別冊の概略
図面を除く）は、電子調達システム又は法
務省ホームページ（http://www.moj.go.
jp/chotatsu_kensetsu_chotatsujyoho_
homu.html）からダウンロードできる。
 入札説明書別冊の概略図面について
は、上記の場所でのみ交付（行政機関
の休日に関する法律（昭和63年法律第91
号）第１条に規定する行政機関の休日（以
下「休日」という。）を除く毎日、午前10
時から午後５時まで。）するので必ず入手
すること（同図面は上記の方法によっ
ては入手できない）。
 別冊の概略図面を含む入札説明書等に
ついて、郵送又は電送による入手申し込
みは受け付けない。

 申請書及び資料の提出期間並びに提出方法
ア 提出期間 平成29年２月７日から平成29
年２月24日までの休日を除く毎日、午前10
時から午後５時まで（ただし、期間の最終
日は午後３時までとする。）。
イ 提出方法 電子調達システムにより提出
すること。なお、紙入札の場合は上記の
場所に持参若しくは郵送（書留郵便に限る。
提出期間内必着。）すること。

 入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、場所及び方法
ア 提出期間 平成29年３月31日から平成29
年４月20日までの休日を除く毎日、午前10
時から午後５時まで。ただし、平成29年４
月20日は、午後３時まで。
イ 提出場所 上記に同じ。
ウ 提出方法 持参又は郵送（書留郵便に限
る。提出期間内必着。）すること。

 入札、開札の日時及び場所並びに入札書の
提出方法
ア 入札
 入札書の提出期限 平成29年４月20日
午後３時まで
 入札書の提出方法 電子調達システム
による。なお、紙入札方式による場合は
上記の場所に持参又は郵送（書留郵便
に限る。提出期間内必着）すること。

イ 開札
 開札の日時 平成29年４月21日午前11
時
 開札の場所 〒1008977 東京都千代
田区霞が関１１１ 法務省大臣官房
施設課入札室又は電子調達システム

５ その他
 手続において使用する言語は日本語、通貨
は日本円、時間は日本の標準時及び単位は計
量法（平成４年法律第51号）による。
 入札保証金 納付（保管金の取扱店 日本
銀行有楽町代理店（三菱東京ＵＦＪ銀行京橋
支店））。ただし、利付国債の提供（保管有価
証券の取扱店 日本銀行有楽町代理店（三菱
東京ＵＦＪ銀行京橋支店））又は金融機関の保
証をもって入札保証金の納付に代えることが
できる。また、入札保証保険契約の締結を行
い、又は金融機関若しくは保証事業会社の契
約保証の予約を受けた場合は、入札保証金の
納付を免除する。
 契約保証金 納付（保管金の取扱店 日本
銀行有楽町代理店（三菱東京ＵＦＪ銀行京橋
支店））。ただし、利付国債の提供（保管有価
証券の取扱店 日本銀行有楽町代理店（三菱
東京ＵＦＪ銀行京橋支店））又は金融機関若し
くは保証事業会社の保証をもって契約保証金
の納付に代えることができる。また、公共工
事履行保証証券による保証を付し、又は履行
保証保険の締結を行った場合は、契約保証金
の納付を免除する。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。
 配置予定技術者の確認等 落札者決定後、
工事実績情報システム等により配置予定の技
術者の専任制違反の事実が確認された場合、
契約を結ばないことがある。また、長期入院、
死亡、退職等極めて特別な場合でやむを得な
いものとして承認された場合の外は、資料の
差し替えは認められない。資料の提出期限の
翌日以降において、長期入院等の特別な理由
により、やむを得ず配置予定技術者を変更す
る場合は、資格及び同種又は類似工事の施工
実績について、当初の配置予定技術者と同等
以上の者を配置しなければならない。
 手続における交渉の意図の有無 無
 契約書の作成の要否 要

 本工事に直接関連する他の工事の請負契約
を本工事の請負契約の相手方との随意契約に
より締結する予定の有無 無
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４に同じ。
 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２イに掲げる一般競争参加資
格の認定を受けていない者も上記４により
申請書及び資料を提出することができるが、
競争に参加するためには、開札の時において、
当該資格の認定を受け、かつ、競争参加資格
の確認を受けていなければならない。
 上記の資格の認定に係る申請は、次の場
所において随時受け付ける。
〒1008977 東京都千代田区霞が関１

１１ 法務省大臣官房施設課経理係 電話
0335804111（内線2249、2265）
 技術提案資料等の内容のヒアリング 原則
として行わない。なお、ヒアリングの必要が
生じた場合は別途通知する。
 施工体制確認のヒアリング 入札書及び工
事費内訳書（施工体制の確認に係る部分に限
る。）に関し、ヒアリングを実施するとともに、
ヒアリングに際して追加資料の提出を求める
ことがある。
 本工事は、価格以外の要素と価格を総合的
に評価して落札者を決定する総合評価落札方
式の工事であり、詳細は入札説明書による。

６ Summary
 Official in charge of disbursement of the
procuring entity : Satoru Ohashi, Director
of the Facilities Division, Ministers Sec‑
retariat, Ministry of Justice
 Classification of the services to be pro‑
cured : 41
 Subject matter of the contract : Machin‑
ery installation work of the C zone build‑
ings for International Justice Center
 Time‑limit for the submission of applica‑
tion forms and relevant documents for the
qualification : 15 : 00 24 February, 2017

 Time‑limit for the submission of tenders :
15 : 00 20 April, 2017 (tenders submitted by
mail should be reached before 15 : 00 20
April, 2017, only registered mail is ac‑
ceptable)
 Contact point for tendering documen‑
tation : Accounting Section, Facilities Divi‑
sion, Ministers Secretariat, Ministry of
Justice, 111 Kasumigaseki Chiyoda‑ku,
Tokyo, 1008977, Japan, Tel 033580
4111 (ext 2249, 2265)
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